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れ
、
実
施
・
普
及
の
主
体
は
労
働
省
か
ら
民

間
へ
と
重
点
が
移
っ
て
い
く
。

90
年
代
以
降
、
ア
メ
リ
カ
で
主
に「
ト
ヨ

タ
生
産
方
式
」（
Ｔ
Ｐ
Ｓ
）の
研
究
成
果
に
基

づ
い
た
生
産
管
理
手
法「
リ
ー
ン
生
産
方
式
」

が
注
目
さ
れ
製
造
現
場
な
ど
で
普
及
し
た

が
、
Ｔ
Ｐ
Ｓ
が
Ｔ
Ｗ
Ｉ
を
源
流
の
一
つ
と
し

て
い
る
と
の
指
摘
は
多
い
。
戦
後
ア
メ
リ
カ

で
衰
退
し
て
い
っ
た
Ｔ
Ｗ
Ｉ
が
日
本
を
経
由

し
て
本
国
で
再
発
見
さ
れ
た
と
も
言
え
る
。

●
Ｔ
Ｗ
Ｉ
の
方
法

Ｔ
Ｗ
Ｉ
監
督
者
訓
練
は
、
生
産
現
場
等
に

お
け
る
第
一
線
監
督
者
及
び
候
補
者（
職
長
、

班
長
、
リ
ー
ダ
ー
等
）
を
対
象
に
、
監
督
者

に
必
要
な
五
つ
の
条
件（
仕
事
の
知
識
、
職

責
の
知
識
、
教
え
る
技
能
、
改
善
す
る
技
能
、

人
を
扱
う
技
能
） 

の
う
ち
三
つ
の
技
能
の
向

上
を
目
的
と
し
、
企
業
規
模
、
業
種
を
問
わ

ず
適
用
で
き
る
も
の
で
あ
る
。

三
つ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
は
次
の
よ
う
な
共

通
事
項
が
あ
る
。

○
　
４
段
階
法
に
基
づ
く
（
Ｊ
Ｉ
の
例
：
①

習
う
準
備
を
さ
せ
る
②
作
業
を
説
明
す
る

③
や
ら
せ
て
み
る
④
教
え
た
後
を
み
る
）

○
　
理
論
よ
り
も
実
践
を
重
ん
じ
、
主
に
受

講
生
の
実
習
・
実
演
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る

○
　
講
習
会
の
構
成
は
、
２
時
間
の
講
習
を

５
回
（
計
10
時
間
）、
１
ク
ラ
ス
最
大
10

人
ま
で

各
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
標
準
化
さ
れ
、
マ
ニ
ュ

ア
ル
と
し
て
手
引
が
用
意
さ
れ
て
お
り
、
ト

レ
ー
ナ
ー
が
10
時
間
講
習
の
中
で
遵
守
す
べ

き
こ
と
、
や
る
べ
き
こ
と
が
す
べ
て
書
か
れ

て
い
る
。
作
業
分
解
シ
ー
ト
や
カ
ー
ド
な
ど

訓
練
資
料
も
決
ま
っ
た
も
の
が
使
わ
れ
る
。

Ｔ
Ｗ
Ｉ（T

raining W
ithin Industry

）

は
、
第
二
次
世
界
大
戦
時
に
米
英
で
開
発
さ

れ
た
企
業
内
監
督
者
訓
練
シ
ス
テ
ム
で
あ

り
、
戦
後
日
本
に
持
ち
込
ま
れ
製
造
業
を
中

心
に
拡
が
り
定
着
し
た
。
現
在
で
も
行
わ
れ

て
お
り
、
次
の
三
つ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
か
ら
な

る（
日
本
で
は「
Ｊ
Ｓ
」を
加
え
四
つ
）。

Ｊ
Ｉ
：Job Instruction

（
仕
事
の
教
え
方
）

Ｊ
Ｍ
：Job M

ethods

（
改
善
の
仕
方
）

Ｊ
Ｒ
：Job Relations

（
人
の
扱
い
方
）

●
Ｔ
Ｗ
Ｉ
の
歩
み

ア
メ
リ
カ
で
は
、
第
二
次
大
戦
に
よ
り
軍

需
産
業
で
短
期
間
で
の
生
産
力
の
増
強
が
国

家
レ
ベ
ル
で
急
務
と
な
り
、
多
く
の
未
経
験

労
働
者
の
生
産
性
向
上
の
た
め
の
職
業
訓
練

を
目
的
と
し
て
、
政
府
に
よ
る
Ｔ
Ｗ
Ｉ
監
督

者
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
始
ま
っ
た
。

戦
後
、連
合
国
軍
総
司
令
部（
Ｇ
Ｈ
Ｑ
）は
、

日
本
の
産
業
の
復
興
、
企
業
の
再
建
に
は
企

業
経
営
の
民
主
化
・
近
代
化
や
職
場
秩
序
の

確
立
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
た
。
そ
の
た
め

に
は
事
業
所
の
第
一
線
監
督
者
の
体
質
改
善

と
職
業
訓
練
が
有
効
だ
と
し
て
、
日
本
の
労

働
省
は
１
９
５
１
年
に
Ｔ
Ｗ
Ｉ
の
専
門
家
を

来
日
さ
せ
る
な
ど
し
、
指
導
員
ト
レ
ー
ナ
ー

の
養
成
、
Ｔ
Ｗ
Ｉ
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
普
及
が
図

ら
れ
た
。

51
年
に
改
正
さ
れ
た
職
業
安
定
法
施
行
規

則
で
は
、
労
働
省
に
は
監
督
者
訓
練
特
別
指

導
員
と
指
導
員
、
都
道
府
県
に
は
指
導
員
と

職
場
補
導
員
が
置
か
れ
る
こ
と
と
さ
れ
、
そ

の
後
、
製
造
業
を
中
心
に
民
間
事
業
所
へ
の

Ｔ
Ｗ
Ｉ
の
普
及
が
急
速
に
進
み
、
定
着
し
て

い
っ
た
。

55
年
に
日
本
産
業
訓
練
協
会
が
設
立
さ

戦後日本の産業に導入され、
効果を上げた監督者訓練

TWI
監督者訓練

Training Within Industry 

archive
アーカイブ
から

●TWI活用の手引　仕事の教え方
　労働省職業訓練局監修
　昭和48年

●TWI活用の手引　改善の仕方
　労働省職業訓練局監修
　昭和48年

●TWI活用の手引　人の扱い方
　労働省職業訓練局監修
　昭和48年

●TWI実務必携
　労働省職業訓練部監修
　昭和35年

●監督者訓練読本
　近藤英一郎 著
　昭和45年
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特集 雇用・職業・キャリアをめぐるこれまでの歩みから

● JI　仕事の教え方
手引〔改訂版〕／追指導手引
No. １　仕事の教え方カード（紙製）
No. ２　観察シート
No. ３　作業分解シート
No. ４　作業分解例
No. ５　訓練予定表用紙
No.11　追指導カード
電気コード／キーソケット
TWI 活用の手引〔改訂増補版〕
仕事の教え方　指導員手引
仕事の教え方　訓練資料（A）
仕事の教え方　追指導養成員手引（３時間用）
仕事の教え方　追指導養成員手引（16 時間用） 

【実地検定用資料（10 時間用）】
No. １、２、３、４、５
TWI 活用の手引〔改訂増補版〕

【実演材料】
電気コード／キーソケット

● JM　改善の仕方
手引（改訂版）／追指導手引
No. １　改善の仕方カード（紙製）
No. ２　現在方法配置図
No. ３　新方法配置図
No. ４　現在方法作業分解シート
No. ５　新方法作業分解シート
No. ６　未記入作業分解シート
No. ７　見本提案シート
No. ８　未記入提案シート
No. ９　提案用作業分解シート
No.21　追指導カード
銅板（紙製）／黄銅板（紙製）
作業分解チャート
ホッチキス／取付具／ゴム印
TWI 活用の手引〔改訂増補版〕
改善の仕方　手引指針書（リーダー用）
改善の仕方　指導員手引
改善の仕方　追指導養成員手引

【実地検定用資料（10 時間用）】
No. １、２、３、４、５、６、７、８、９
作業分解チャート
銅板・黄銅板
TWI 活用の手引〔改訂増補版〕

【実演材料】
ホッチキス／取付具／ゴム印／銅板・黄銅板

● JR　人の扱い方
手引〔改訂版〕／追指導手引
No. １　人の扱い方カード（紙製）
No.11　追指導カード
TWI 活用の手引〔改訂増補版〕
問題取扱票
人の扱い方　指導員手引
人の扱い方　追指導養成員手引
人の扱い方　追指導養成員手引（３時間用） 

【実地検定用資料（10 時間用）】
No. １
TWI 活用の手引〔改訂増補版〕
問題取扱票

● JI・JM・JR 共通
訓練計画の説明と計画設定の手引
TWI 実施計画
TWI トレーナー実務必携

雇用問題研究会で

現在発行中の
TWI監督者訓練資料

●ＴＷＩ関連の主な出来事
年 できごと TWI関連の動き等

1919（大正8） 職業教育の専門家Ch.アレンが20年以上の経験
からまとめた「The Instructor, the Man and the 
Job」を発表、後のTWI「仕事の教え方」の基
となる

1939（昭和14） 第二次世界大戦始まる
1940（昭和15） 米国防会議の諮問委員会によりTWI発足
1941（昭和16） 日本軍が真珠湾攻撃、米

が参戦
1942（昭和17） 「仕事の教え方」プログラムが完成

米中央政府機関のWar Manpower Commission
（戦時労働力委員会）の訓練局内にTWI本部設
置

1943（昭和18） 「人の扱い方」、次いで「改善の仕方」プログラム
が完成

1944（昭和19） 「訓練計画の進め方」完成
1945（昭和20） 終戦 War Manpower Commissionの活動が終了
1948（昭和23） 労働省がGHQからTWIの資料提供を受ける
1949（昭和24）ドッジ・ライン
1950（昭和25） 朝鮮戦争勃発 TWI資料日本版の初版発行

日本での第１回TWIトレーナー養成講習会
職業安定法施行規則に職場補導員（TWIトレー
ナー）の規定が設けられる
この年、10時間講習受講者：15,975名、TWI採
用事業所：137事業所

1951（昭和26） 米TWI社の専門家が来日、トレーナーの養成、計
画設定、追指導訓練等にわたり指導
職業安定法施行規則に監督者訓練指導員等の規
定が設けられる
労働省職業安定局内に監督者訓練課が新設

1952（昭和27） 「TWI研究」誌創刊
1954（昭和29） 年末時点での延数は、監督者訓練指導員：66

名、監督者訓練員：4,425名、訓練を受けた監
督者数：339,378名

1955（昭和30） 日本産業訓練協会発足　
1958（昭和33） 職業訓練法
1973（昭和48） 「TWI活用の手引」（JI、JM、JR）、「TWIトレーナー

実務必携」発行
1976（昭和51） TWI資料　改訂版発行
1986（昭和61） 今井正明『KAIZEN』米

で出版
1996（平成8） James P. Womack & 

Daniel T. Jones『Lean 
Thinking』
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 パトリック・グラウプ／ロバート・ロナ著　成沢俊子訳「TWI実践ワークブック」日刊工業新聞社　2013

●仕事の教え方　手引〔改訂版〕 ●改善の仕方　手引〔改訂版〕 ●人の扱い方　手引〔改訂版〕

●TWI活用の手引
　仕事の教え方
　〔改訂増補版〕

●TWI活用の手引
　改善の仕方
　〔改訂増補版〕

●TWI活用の手引
　人の扱い方
　〔改訂増補版〕

●TWI トレーナー実務必携
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